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１． はじめに 

国土交通省では平成 23 年の河川敷地占用許可準則

の改正をはじめ民間事業者との連携による賑わいのあ

る水辺空間の形成に向けた施策を進め、更に防災分野

や維持管理・環境保全の分野でも、同様に民間事業者

との連携を図る取組みを実施しているが、民間事業者

における河川に関連した取組みに対する姿勢や考え方

を十分に把握できているとはいえない。そこで本検討

では、民間事業者の水防災や淀川の環境保全への取組

状況及び考え方を把握し、今後の地域住民や沿川自治

体等の関係者と連携した活動につなげることを目的と

し、淀川本川沿川で事業活動を行う企業に対しアンケ

ート調査を行った。調査結果の概要について報告する。 

 

２． 検討手法 

２－１ 調査対象 

 対象地区は、淀川本川沿川の自治体 16 市区町及び企

業が集積する大阪市中央区とした（図－１）。 

 

対象企業の業種はできる限り限定しないようにする

こととしたが、そのような広範な企業情報が参照でき

る資料は一般的には公開されていないため、対象企業

は各自治体の商工会議所情報や東京証券取引所等上場

企業の情報、CSR 企業ランキング 2018（東洋経済新報

社）等の複数の情報を用いて抽出作業を行った。対象

地区に拠点を置く企業について、所在地や重複等の確

認を行った結果、合計 10,378 社の企業を抽出した。 

 

２－２ 調査項目および調査期間 

 アンケートの項目は「水防災に関する取組みについ

て」と「淀川の環境保全について」の大きく 2 部構成

とし、水防災については水災害に関する情報源や取組

内容、水防協力団体への関心などについて、河川環境

については CSR 活動の興味や河川協力団体への関心な

どについてそれぞれ質問することとした。調査期間は

平成 31 年 1 月 18 日～1月 30 日のおよそ 2 週間で、郵

送による発送・回収を行った。 

 

３． 検討結果 

３－１ 回答企業の内訳 

10,378 件のうち、2,333 件（回答率 22.5％）の回答

を得た。回答企業の業種の割合を図－２に示す。卸売

業・小売業が一番多く 20％を超える割合を占め、つい

で製造業 17.6％、サービス業 14.2％となっている。な

お、グラフの作成にあたっては、分析項目ごとに設問

欄に記入している企業の総数を母数としている。これ

は、以下の分析についても同様である。そのため、分

析項目ごとに母数が異なる。 

アンケートの設問の内、代表的な項目の結果につい

て次項以降に示す。 
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図－２ 回答企業の業種 

 

３－１ 水防災に関する取組みについて 

洪水浸水想定区域や浸水継続時間、避難場所の把握

状況について、企業の社員数別に示したのが図－３で

ある。自治体のハザードマップなどを用いて「把握し

ている」と回答した企業の割合は社員数が多くなるに

従い高くなる傾向がみられた。「把握しておらず、今後

も把握する予定はない」と回答した企業の割合は、社

員数に関わらず 5％以下であった。 

 

 
図－３ 洪水浸水想定区域や浸水継続時間、避難場所

の把握状況 

 

 水防協力団体に関する意識について質問したところ、

アンケートへの回答企業の96％にあたる2,238社から

本設問に対する記載があり、「既に指定されている」企

業が 1.2％、さらに「指定されていないが、前向きに検

討したい」と「指定されていないが関心はある。まず

は詳しい情報を知りたい」と回答した企業を合わせる

と全体の 3 割を超える数となった（図－４）。 

 

 

図－４ 水防協力団体に関する意識 

 

３－２ 淀川の河川環境について 

 河川環境の面で、企業の CSR の一環として興味のあ

る河川の活動について質問したところ、図－５の結果

を得た。アンケートへの回答企業の 40％にあたる 931

社から回答があり、「生態系の維持・復元活動」「河川

敷の清掃活動」についてそれぞれ 44％程度の企業が興

味があると回答した。また 10％弱であるが 90 社が「施

設の無償開放」に興味があると回答している。 

 

 

図－５ 河川環境に関する活動に対する興味・関心 

 

４． まとめ 

今回のアンケートは、沿川の民間企業の河川に関す

る意識を大規模に調査した前例のないものであり、水

防災・河川環境に関する民間企業の意識の概要を把握

するとともに、水防協力団体への関心や環境分野での

興味のある活動など、民間企業と具体的な連携のきっ

かけにつながる可能性を得ることができた。 

今後、今回の調査結果のより詳細な分析・活用によ

り、河川管理者と民間との連携体制構築の参考になる

と考えられる。 

最後に、本報告をまとめるにあたり、淀川河川事務

所の皆様にはデータの提供やご助言等多大なるご指

導・ご協力をいただいた。ここに深謝の意を表する。 


